
島根県立大学 総合政策学会
『総合政策論叢』第25号抜刷
（2013年2月発行）

長春市における高齢者向け
社区サービスに関する研究

趙　氷



− 45−

『総合政策論叢』第 25 号（2013 年 2 月）
島根県立大学 総合政策学会

1．問題の所在
　中国国家統計局が 2011 年 4 月 28 日に発表した統計データによると、中国は 2010 年 11
月 1 日現在、60 歳以上の高齢者人口はすでに 177,648,705 人、およそ総人口の 13.26% を占
めており、65 歳以上の高齢者人口はすでに 118,831,709 人、およそ総人口の 8.87% を占め
ている 1）。2000 年に行われた第 5 回人口センサスと比べて、60 歳以上の高齢者人口の割
合は 2.93 ポイント上昇し、65 歳以上の高齢者人口の割合は 1.91 ポイント上昇した 2）。高
齢者の扶養問題は中国が直面する 21 世紀の大きな課題であり、社会各界の注目を集めた。
　従来、中国における高齢者扶養は、家族を中心とする伝統があるため、高齢者を福祉施
設に入所させることは、道徳に背くと考えられ、世論の非難を受けがちである。全国老齢
工作委員会の調査によると、都市部における高齢者は福祉施設への入所を希望する者は
16.1％しかない 3）。一方、急速な少子高齢化の進行や、家族機能の変化などにより、高齢
者の面倒をみることは、家族にとって最大の悩みになりつつある。このような背景のもと
で、中国政府は在宅扶養を基礎とし、社区サービスを支えとし、施設による扶養を補完と
する高齢者向け社会サービスシステムの構築を提唱した。
　ここでいわゆる社区とは、2000 年 11 月 19 日に発表された「中国国務院民政部の全国
で都市社区建設を推進する意見」4）によれば、一定の地域範囲内に集まって住んでいる人々
から構成される社会生活共同体である。社区の範囲については、社区体制の改革後に、規
模が調整された居民委員会の管轄区と定められている。社区居民委員会の性格については、

「中華人民共和国都市居民委員会組織法」第 2 条によると「居民委員会は住民が自ら管理
を行い、自ら教育を行い、自らサービスを提供する基層的な大衆的な自治組織である」5）

と規定している。
　社区サービスは中国語で「社区服務」と呼ばれ、地域福祉として 1980 年代の半ばから
発展を遂げてきた。1987 年、民政部部長崔乃夫は「社区サービスとは政府の指導のもとで、
社区内の成員を動員し、互助的な社会サービス活動を促進し、現地で当該社区の社会問題
を解決する」6）と定義した。1992 年、民政部および国務院に所属する 14 の部門が共同公
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布した「社区サービス業の促進に関する意見」の中では、社区サービス業とは「政府の提
唱のもとで、社会成員の多様なニーズを満たせるため、街道、鎮、居民委員会と社区組織
に基づく、社会福祉的な住民サービス業である」7）と定義された。社区サービスの具体的
内容は高齢者、児童、障害者、生活困窮者世帯、優遇慰問対象向けの社会救助と福祉サー
ビス、社区住民の便宜を図るサービス、社区組織向けの社会化サービス、リストラされた
人員向けの再就職と社会保障の社会化サービスに分けられている。
　本稿は社区サービスの中の高齢者サービスを中心として研究する。高齢者サービスは中
国語で「養老服務」8）と呼ばれる。2006 年全国老齢工作委員会および国務院に所属する
10 の部門が共同公布した「養老服務業の促進に関する意見」の中では、養老服務業とは「高
齢者に生活ケアと介護サービスを提供し、高齢者の特殊な生活ニーズを満たせる業種であ
る」9）と定義されている。高齢者のニーズについて当該意見の中では、日常生活支援、精
神と心理ケア、リハビリ、介護、ターミナルケア、緊急救助が記述されている。本稿での
高齢者向け社区サービスとは社区居民委員会が中心になって、地域を基盤とした社区高齢
者の生活向上や幸福増進をさせようとするサポート事業である。具体的には、日常生活の
世話、家事サービス、日帰りサービス、精神的ケア、心理コンサルタント、リハビリ、ター
ミナルケアなどの項目を含んでいる。
　それでは、長春市における高齢者向け社区サービスはいかにして進んできたのであろう
か。今後高齢者向け社区サービスが継続的に提供されるためにはどのような課題を解決す
るべきなのであろうか。これらの問題関心から、本稿では、実証研究の方法で長春市にお
ける高齢者向け社区サービスの現状について、フィールドワークを実施し、筆者の独自の
フィールドワークの結果や既存の統計資料に基づきながら、地域福祉の視点から長春市に
おける高齢者向け社区サービスの取り組みについて検討したい。

２．先行研究の検討と筆者の研究視点
　（1）先行研究成果の検討
　近年、中国都市部における社区サービス事業の全国的展開に伴って、社区の形成、サー
ビスの政策やモデル、問題点に焦点をあてた研究が数多く蓄積されている。趙麗宏（2005）、
趙立新（2004）、徐祖栄（2008）などは、在宅福祉を対象とし、社区サービスの機能、メリッ
ト、必要性、可能性を論考した上で、社区サービスの問題点を指摘し、改善策について提
案している。李学斌（2009）は高齢者サービスを例として、中国の社会福祉社会化の発展
経緯、高齢者サービスの普遍性、施設の福祉性と市場化の関係および政府、社会、市場に
おいて高齢者サービスの役割など理論的問題を論究している。徐祖栄（2007）はコミュニ
ティケア理論の形成を述べたうえで、現在では、中国はすでにコミュニティケアを進める
基本的な条件が熟したと指摘するとともに都市部の社区ケアを進める目標パターンを初歩
的に探索した。李宗華など（2009）は、済南市と青島市における社区ケアの事例を中心と
して、両市で行った社区ケアの特徴をまとめたうえで、高齢者社区ケアの本土化を提出し
た。張燕妹（2005）は既存の調査と本人の独自の調査に基づいて、「『社区服務』の実施に
より、従来の国家による救済型の社会福祉は地域相互扶助型社会福祉へと転換しつつある」
10）という結論を出している。畢麗傑（2010）は直轄市である北京市と上海市における高齢
者の介護ニーズを中心として、独自の調査で比較の視点から両市の施設介護と在宅介護の
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現状と課題を明らかにした上で、今後中国都市部における高齢者介護の社会化について展
望すると同時に、上海市においても検討し始めている高齢者介護の社会化について提言し
た。王国忠（2005）は転換期の中国福祉政策の確立過程と社区の形成発展を紹介しながら、
直轄市と沿海地域に経済が発達した都市における一人暮らし高齢者と老夫婦だけの世帯の
在宅介護向けの典型的なサービス形式を取り上げ、運営の低コスト化は各種サービスの共
通点であるとまとめている。さらに、1960 年代から 1990 年代までの日中の福祉時代の背
景をめぐって、社会福祉の社会化の相違点を比較検討している。運営の低コストについて、
地域住民の自助、住民参加によって無料もしくは低料金サービスが登場するので、運営の
コストが低減された。徐玲（2008）は大連市でのフィールドワークとインターネットでの
データ収集により大連市の社区服務における高齢者むけ家庭養老院の現状を紹介し、家庭
養老院の利点について述べている 11）。家庭養老院の利点について、徐玲は「家庭養老院の
設立によって、高齢者たちが自分の住みなれた環境で老後の生活を送る願望を満たせると
共に、より適切なサービスを提供することに加え、地域の力（養護員と社区）を十分に発
揮できる」12）と述べている。家庭養老院の行方について、徐玲は「政府と社会は、家庭と
協力することで、中国都市部の家庭養老院のサービス提供を充実させながら、家庭養老の
可能性も伸ばせる」13）と述べている。友清貴和と姫野（2008）は、社区の形成と変容を考
察した上で、瀋陽市の「活動室」および「活動室」を利用している高齢者を対象にヒアリ
ングを行い、「活動室」の利用状況と高齢者の余暇時間の過ごし方を調べ、その結果「中
国社会では、住民生活に最も近い「社区」の計画が進められ、「社区」における高齢者向
け福祉サービスの提供が強く求められている」14）と述べている。ここで筆者が指摘したい
のは、そのうちの老幹部活動室は社会福祉制度転換期に残っている典型的な単位福祉であ
り、しかもそれは福祉格差を生じる一つの原因である。
　上述した先行研究の中で取り上げた研究地域から見れば、直轄市と経済が発達している
都市における高齢者サービスの取り組みは研究者の注目を集めたが、内陸部における経済
が発達していない都市の高齢者サービスについての研究はあまり注目されていない。確か
に、北京市や上海市や大連市などの在宅介護サービスは、すでに全国の先駆けとして、多
くの貴重な経験を蓄積している。しかしながら、「浦東新区の社区在宅介護サービスは、
市区政府の財政支援を得て発展してきた」15）ものである。経済の発展のバランスが取れて
いない中国では、直轄市と経済が発達している都市における高齢者社区サービスシステム
が経済発展および豊かな財政基盤の中で築き上げられてきたもので、経済が発達していな
い都市に移植しても、その効果に限界がある。その限界を克服するために、現地の状況に
あうようにモデルの高齢者サービスシステムを修正していくことが、つまり当該地域の事
情に合った社区サービスが必要である。したがって、高齢者サービスの先駆都市で取り組
んだ地域住民の自助、相互扶助を基本とし、住民参加によって「地域の力」を引き出すと
いう試みは、経済が発達していない都市の高齢者サービスシステムの構築に対して、より
現実的な道筋であろう。
　以上の問題関心から、本稿は先行研究を踏まえ、地域福祉の視点から、長春市における
高齢者向け社区サービスはいかにして進んできたのか、今後高齢者向け社区サービスが継
続的に提供されるためにはどのような課題を解決するべきなのであろうか、といった問題
について検討したい。
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　（2）筆者の地域福祉の視点における捉え方
　前述したように、本稿は地域福祉の視点から長春市における高齢者向け社区サービスの
取り組みについて考察を試みる。ここでは、日本における地域福祉についての主な関連法
律と法規を踏まえながら本稿における理論的視座を提示したい。
　第二次世界大戦後、日本は経済が高度成長を遂げた一方、都市化と産業化の進展による
地域社会が崩壊し、地域格差が生じている。また少子高齢化と核家族化の進展による家族
は従来もっていた親を扶養・ケアする機能が空洞化し、扶養力、介護力が著しく低下しつ
つあるので、福祉ニーズが量的増大に加え、普遍化・多様化になった。福祉ニーズの量的
な増大と質的な変化にもかかわらず、高度経済成長の終焉と財政の破綻による福祉国家が
行き詰まりの様相を呈している。このような背景のもとで、1970 年代から地域福祉は日
本の社会福祉の中心的な課題として提起された。本稿は 2000 年に発表された「社会福祉法」
と 2002 年 1 月 28 日に発表された「市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画策
定指針の在り方について（一人ひとりの地域住民への訴え）」に基づいて本稿の視点を捉
える。
　地域福祉の理念について 2000 年に発表された「社会福祉法」の第三条においては、「個
人の尊厳の保持を旨とし、その内容は、福祉サービスの利用者が心身ともに健やかに育成
され、又はその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように支援するも
のとして、良質かつ適切なものでなければならない」16）と述べている。地域福祉の推進に
ついて、同法の第 4 条においては、「地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者
及び社会福祉に関する活動をする者は、 相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住
民が地域社会を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分
野の活動に参加する機会が与えられるように、地域福祉の推進に努めなければならない」
17）と述べられている。この点について、次の三点が重要であろう。
　第一に、地域福祉は地域社会で暮らしている人々は同じ社会の一員として尊厳を持っ
て、他の人と変わらなく、住み慣れた地域の中で、安心して自分らしい自立した生活を営
むことができること。即ちノーマライゼーションという理念である。第二に、地域福祉は
多様な人々が地域社会のなかで生活することができるようになるために、一人ひとりの生
活ニーズをトータルに捉え、地域住民や関連機関・団体の協働を通じて、総合的に福祉サー
ビスを提供し、個人が主体的に社会とのつながりを実現していくことを目指すこと。即ち
インテグレーションと言う理念である。第三に、地域福祉は、生活上の課題を持つ人だけ
でなく、地域住民全体が地域課題の解決に向けて共生・協働による地域福祉に関する活動
に主体的に参加すること。つまり住民参加である。地域福祉推進の主体について、「社会
福祉法」の中には、「地域住民」、「社会福祉を目的とする事業を経営する者」と「社会福
祉に関する活動をする者」に分けている。さらに、2002 年 1 月 28 日に発表された「市町
村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画策定指針の在り方について（一人ひとりの
地域住民への訴え）」においては、上述した三者を「地域住民、要支援者の団体、自治会・
町内会、地縁型組織等、一般企業、商店街等、民生委員・児童委員、福祉委員等、ボランティ
ア、ボランティア団体、特定非営利活動法人（NPO 法人）、住民参加型在宅サービス団体
等、農業協同組合、消費生活協同組合等、社会福祉法人、地区（校区）社会福祉協議会等、
社会福祉従事者（民間事業者を含む）、福祉関連民間事業者（シルバーサービス事業者等）、
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その他の諸団体」18）に細分した。また地域福祉の各推進主体はいかにして地域福祉を推進
していくかについて、お互いの協力による地域福祉を進めることを明記している。つまり、
それぞれの担い手が役割分担のもとでそれぞれの働きを結びつけて一体となって機能的に
働くによる地域福祉を進めるように努めることが必要になる。
　要するに、日本における地域福祉の推進は地域社会に固有な人的、物的、制度的な社会
資源を動員し、協働・共助によって生活上の支援を必要とする人達に地域全体で支え合っ
ていく機運や仕組みをつくっていくことをより重要視していると考えられる。言い換えれ
ば、地域住民の、地域住民による、地域住民のための福祉サービスは、日本における地域
福祉のすべき姿だと考えられる。それでは、長春市における高齢者向け社区サービスの取
り組みにおいてどのように考えるべきなのであろうか。以下は長春市における高齢者向け
社区サービスの取り組みについての調査をめぐって論考してみたい。

３．長春市における高齢者向け社区サービスの取り組み ― 事例調査を中心に
　（1）事例調査の対象地域
　本研究の対象都市として、長春市を取り上げる。長春市は吉林省の省都であり、全国
15 の副省級の都市の一つである 19）。2003 年、長春市は 65 歳以上の高齢者が長春市総人
口の 7.1％を占め、高齢化社会の仲間に入ったことを示している 20）。2010 年に行われた
第 6 回人口センサスによると、長春市の総人口は 7,677,089 人、2000 年に行われた第 5 回
人口センサス（2000 年 11 月 1 日時点 7,135,439 人）と比べて、10 年で 541,650 人増加し、
7.59% 上昇した。そのうち 65 歳以上の高齢者人口は 618,213 人、およそ総人口の 8.05% を
占めている。第 5 回人口センサスと比べて 65 歳以上の高齢者人口の割合は 1.75 ポイント
上昇した 21）。なお、長春市では高齢者人口が毎年 3％のスピードで増加していると予測
されている。2030 年と 2050 年には、高齢者人口が長春市総人口に占める割合はそれぞれ
25.81％と 29.16％になる見込みである 22）。また、2010 年に行われた第 6 回人口センサスに
よると、2,329,737 世帯があり、世帯当たり平均人口は 3.08 人、2000 年に行われた第 5 回
人口センサス (3.41 人 ) と比べて、0.33 人減少した 23）。こうした人口変動のなかで、長春
市における高齢者及び家族は高齢化の進行に対応できる福祉サービスシステムが求められ
るようになってきた。
　長春市はかつて中華人民共和国の最も早く整備された工業基地の一つであった。その担
い手は主として国有企業であった。中国では社会主義市場経済が実施される 1990 年代ま
では、ほとんどの国有企業がそれ自体小さな社会のような存在であり、福祉の「単位」となっ
ていた。この「単位」福祉は従業員の雇用、住宅、医療保険、子供入園・入学・就職、娯
楽活動、退職金などの生活全盤をカバーしていた。言い換えれば、従業員のすべての福祉
の責任を負うことが企業の義務となっていた。その結果、長年このような体制のもとで働
き・暮らしてきた国有企業の従業員は生活の全般を通して企業に強く依存するようになっ
た。企業制度改革の進展に伴って、企業の社会事業負担の軽減と「現代企業制度」の確立
および国有企業に非国有企業と平等な競争環境を提供するために、1997 年から養老年金
の支給が次第に企業から金融機関に移行されると同時に、定年退職者向けサービスが徐々
に「社区」に移行しつつある。つまり、高齢者を取り巻く単位福祉は地域福祉に移行した
のである。そこで、東北旧工業基地の主な都市の一つである長春市において、高齢者向け
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社区サービスシステムの構築を通じて国有企業を退職した高齢者が社会変動により新しく
生じてきた後顧の憂いをいかにして取り消すのかは、他の地域よりも緊迫していると言え
る。
　しかしながら、改革・開放政策が実施されて以降、従来型工業基地の体質的、構造的な
諸問題によって長春市は市場経済化の波に乗り遅れ、経済発展が急速に遂げてきた華南や
華東地域と比べると、相対的に立ち後れている。特に社会主義市場経済の導入によって、
長春市において長期に形成された計画経済の構造的・体制的な矛盾が現われ、企業破綻と
従業員レイオフという「東北現象」が出現した。そのため、2003 年 10 月に開催された中
国共産党第 16 回中央委員会第 3 回全体会議において、国有企業改革を柱とする「東北振興」
が打ち出された。近年では長春市の経済は次第に成長路線に乗ったが、直轄市と沿海の経
済が発達している都市と比べると、長春市の経済的地位は依然として相対的に低下してい
る（表 1 を参照）。他方において、長春市は文明的な都市、人情味ある都市、幸福に暮ら
せる都市などの栄誉を一身に集めている現実もある 24）。

表 1　長春市と経済が発達している都市の一人当たり GDP・可処分収入の比較　単位：元
出所：上海統計局、国家統計局上海調査総隊編『上海統計年鑑（2009-2011）』上海統計

http://www.stats-sh.gov.cn/index.html 、長春市統計局「長春市国民経済和社会発
展統計公報」（2008-2010 年）長春信息港 http://2007.changchun.gov.cn/other/tjj/ 、大
連市統計局「大連市国民経済和社会発展統計公報｣（2008-2010 年）http://www.
stats.dl.gov.cn/class.jsp?dtype=80、北京市統計局「北京市国民経済和社会発展統計
公報」（2008-2010 年）北京統計信息網 http://www.bjstats.gov.cn/ を参照して、筆
者が作成。

　それでは、長春市における高齢者向け社区サービスはいかにして進んできたのであろう
か。今後高齢者向け社区サービスが継続的に提供されるためにはどのような課題を解決す
るべきなのであろうか。このような問題関心に基づいて、筆者は 2010 年 7 ～ 8 月に長春
市 T 社区と H 社区を対象とし、フィールドワークを行った。具体的には、長春市 T 社区
と H 社区における居民員会主任と委員およびスタッフへのインタビュー、個人の仕事の
総括書の閲覧、社区におけるいろいろな活動を記録している文字や録画などのデータを調
べ、社区における高齢者向け活動に参加し、社区の管轄区域にある高齢者がよくトレーニ
ングしている公園、広場で高齢者と世間話をするなどの方法で、T 社区と H 社区におけ
る高齢者サービスについての調査を行った。以下で筆者が調査した社区の取り組みを例に
長春市における高齢者向け社区サービスについて検討してみたい。

一人当たり GDP 一人当たり可処分収入
　2008 年 2009 年 2010 年 2008 年 2009 年 2010 年

長春市 34,193 37,753 43,936 15,002.5 16,072 17,922
上海市 72,124 69,164 76,074 26,675 28,838 31,838
北京市 63,029 68,788 － 24,725 26,738 29,073
大連市 63,198 71,833 77,704 17,500 19,041 21,293
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　（2）長春市における高齢者向け社区サービスに関する考察 ― 事例を中心に
　T 社区の面積は約 0.32 平方キロメートルである。住民は 3,061 世帯である。総人口は
10,149 人であり、そのうち 60 歳以上高齢者は 1,492 人で、高齢化率は 14.7％である。一人
暮らし高齢者は 56 人、老夫婦だけの世帯は 204 人、貧困高齢者は 7 人、寝たきり高齢者
は 13 人である。社区居民委員会のスタッフは 24 名である。そのうち、党書記は 1 名、副
書記 1 名、内勤 2 名、責任区主任 4 名、労働保障助手 7 名、最低保障専従 1 名、婦人専従
1 名、司法専従 1 名、総合管理 1 名、文化体育専従 2 名、在宅養老服務員 3 名の体制となっ
ている 25)。T 社区の住民はほとんど長春市にある大手国有企業の在職従業員、定年退職者
およびその家族から構成される。当該会社の従業員はいつも日勤と夜勤を交替し、または
一部の従業員は公用で週に 3 〜 4 日間も長春市の外の遠いところへ出張に行って、家族と
離れなければならないので、当該社区の高齢者は別の社区の高齢者と比べると、家族・親
族の協力を求めて、在宅生活を送ることがもっとも困難であり、高齢者の世話の社会化が
強く求められている。その一方、当該社区には 80％の住民は当該会社の在職従業員、定
年退職者およびその家族から構成されるため、他の社区と比べると、社区住民は職縁と地
縁で結ばれている。住宅の商品化と大規模な立ち退きにより社区住民の構成が変わってい
るにも関わらず、東北旧工業基地の中心都市の一つである長春市には、いまだに規模が大
きい国有企業が多いため、T 社区のような一つの事業体の従業員とその家族もしくはいく
つかの事業体の従業員とその家族を主として構成された社区は少なくない。社区住民の職
縁と地縁に基づき、T 社区は高齢者サービスに対する取り組みは、2006 年から始まった。
　H 社区の面積は約 0.4 平方キロメートルである。住民は 4,919 世帯である。総人口は
14,475 人であり、そのうち 60 歳以上高齢者は 2,016 人で、高齢化率は 13.6％となっていた。
一人暮らし高齢者は 22 人、老夫婦だけの世帯は 72 人、貧困の高齢者は 14 人、90 歳以上
高齢者は 26 人、寝たきり高齢者は 30 人である 26)。当該社区は長春駅付近のにぎやかな商
店街に位置する。他の社区と比べると、当該社区は古い市街区に位置し、かつ卸商の集積
地であるため、外来流動人口が多いという特徴を持っている。筆者の調査の時点では、当
該社区には外来流動人口は総人口の 40％を占めていた。流動している転入者の増加や世
代の交代などの社会状況の変化と共に地域のつながりが希薄になった。このような社会状
況の変動の中に、H 社区は 2006 年から在宅扶養を基礎とし、社区サービスを支えるシス
テムの構築の試みをスタートさせた。
　以下に、本稿は T 社区と H 社区へのフィールドワークに基づきながら、長春市におけ
る高齢者向け社区サービスの取り組みについて考察する。
　1）長春市における高齢者向け社区サービスの展開
　両社区居民委員会はこれまで高齢者向け社区サービスの具体的な取り組みは異なってい
るところがある一方、共通して見られた点も明らかになった。
　①社区における高齢者サービスの供給は情報システムの充実によって進められる
　情報化社会の時代の中には、サービス供給者間の連携をよりスムーズに行い、多様化す
る高齢者のニーズに的確に対応するために、情報システムの充実が求められる。そのなか
には、社区の人口動態、産業集積などの地域特性のほか、要援助者の実態、住民の意識、
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各団体活動の現状などの情報の把握は高齢者サービス問題を早期に発見することが不可欠
である。また、サービスが必要となる人はサービスを利用できるために、サービスの供給
者から需給者への徹底した情報提供は必要である。今回の調査社区においても、情報シス
テム充実に向けての積極的な取り組みが見られた。
　H 社区は高齢者の在宅生活ニーズを把握するために、2006 年に 60 歳以上の高齢者の生
活状況の調査を行った。具体的な調査内容は高齢者の性別、年齢、世帯構成、人口数、住
所、経済状態、年金受給状態、医療保険加入状態、健康状態、家族情報などが含まれている。
その上、高齢者の生活状況により、ある程度裕福な生活、ぎりぎりの生活、貧困の生活に
分類し、健康状態により、完全自立（身の回りの世話に何らかの介助が必要ない）、半自立（身
の回りの世話に何らかの介助が必要）、自立できない（身の回りの世話がほとんどできない）
などのように、高齢者をそれぞれグループに分けていた。把握した情報に基づき、サービ
スの対象、内容、方式などを決め、サービス対象者に連絡カードを交付する。社区養老サー
ビスステーションは「三無高齢者」、最低生活保障かつ一人暮らし高齢者、特別な困難を
抱えている 70 歳以上の高齢者に無料あるいは低料金のサービス・一般高齢者に通常料金
のサービスを提供する。
　高齢者の在宅生活のニーズを把握するために、T 社区は 60 歳以上高齢者、特に「三無
高齢者」27）と最低生活保障を受けている一人暮らし高齢者、特別な困難を抱えている 70
歳以上の高齢者の生活状態の調査を行い、その情報を高齢者向けサービスの基礎的資料と
し、高齢者に関する総合的な情報システムを構築する試みが 2006 年からスタートした。
その上で、高齢者の生活状態に基づき、様々なサービスを提供している。具体的に、以下
のような試みをあげられる。
　A) 高齢者が住み慣れた社区で抱える衣食住などの生活課題を解決するために、T 社区
居民委員会は高齢者にサービスの内容、方式、利用方法、連絡方法などが書いてある「愛
心サービスカード」を配布していた。「愛心サービスカード」を通じて、高齢者にサービ
ス業者の情報を伝えていた。当該社区の主任と労働保障助手へのインタビューによると、
40％程度の高齢者が「愛心サービスカード」を利用している。
　B) 高齢者が外出の際、緊急事件の発生及び迷子になった場合などの万一のことに対応
するために、高齢者に「愛心連絡カード」を配布し、高齢者に外出の際に手元に持つよう
求めていたことである。「愛心連絡カード」の内容は高齢者の姓名、性別、年齢、住所、
家族と社区の連絡方法、持病などが含まれている。調査の時点で、当該社区は社区にいる
すべての高齢者に「愛心連絡カード」を配布していた。当該社区の主任と労働保障助手へ
のインタビューによると、90％以上の高齢者は外出の際、「愛心連絡カード」を手元に持っ
ていた。実は、一部の高齢者は「愛心連絡カード」を配布する前に、自ら、もしくは子供
の手作りによる緊急連絡カードを持っていたが、その連絡者は家族のみであった。社区居
民委員会が配布した「愛心連絡カード」の連絡者は高齢者の家族だけでなく、社区居民委
員会の委員も含まれている。「愛心連絡カード」を利用している高齢者によると、このカー
ドを手元に持つことは外出の不安感を解消した。
　C) 一人暮らし高齢者や老夫婦だけの世代を対象とし、「愛心ブザー」を設置し、在宅生
活支援の緊急通報システムの充実を図っていたことである。具体的には、社区の事務所と
社区付近の高齢者宅がつながっている「愛心ブザー」を設置し、社区事務所に遠い高齢者
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は隣人との間に「愛心ブザー」を設置し、社区と住民による高齢者むけ応急手当てサービ
スを提供する。筆者の調査の時点では、社区居民委員会と社区事務所付近の高齢者宅の間
に「愛心ブザー」が 9 個設置され、高齢者と隣人との間に「愛心ブザー」が 7 個設置され
ていた。
　D) 長春市には、気管炎、リュウマチなどの地域疾患を持っている人が多く、加齢と共に、
冬に入ると、病状が悪化する高齢者が多いため、一部の高齢者は海南島など暖かい南方で
冬を過ごしたいというニーズが生じ、それに対応していたことである。社区は高齢者のニー
ズに応じて、南方の各省、市の養老サービス組織と連携し、移動先の天気、交通、物価、
風土、宿泊所などの異郷養老サービス情報を提供する 28)。このサービスは 2008 年にスター
トしてから、当該社区はすでに 37 名の高齢者にニーズに合わせた情報を提供していた。
　両社区においては、情報システムの充実を通して、高齢者のニーズと社区の固有資源を
効率的に結びつけ、高齢者の在宅生活の支援を実現した。
　②社区における高齢者サービスの供給は組織化、制度化によって進められる
　高齢者サービスの取り組みは単に「箱モノ」として施設をつくることではなく、高齢者
サービスの問題を発見・解決する組織づくりが不可欠である。また、社区居民委員会は社
区住民の規範や価値による制度づくり、高齢者サービスの取り組みに対して最後まで責任
を持ち、高齢者ニーズを満たす仕組みをつくらなければならない。今回の調査社区におい
ても、高齢者にサービスを有効的に提供するために、高齢者ニーズの充足に向けた人的資
源の動員・組織化・制度化の取り組みが見られた。例えば、両社区はいずれも社区養老サー
ビスステーションを設置し、担い手の責任明確化への制度を整備したと同時に、様々な高
齢者クラブや住民同士の相互扶助グループなどをつくった。つまり、高齢者サービスの目
的を遂行するために、新たな組織の形成、既成組織間の協調、援助グループづくりなどの
推進体制の形成が不可欠となる。
　2006 年の初め、T 社区では社区養老サービスステーションという高齢者サービスを担
う組織が作られた。社区居民委員会副主任はステーションの所長を兼任している。区政府
の財政の支援の下で、社区養老サービスステーションの中には、デイサービス室、高齢者
娯楽室、図書閲覧室、アスレチック室、ゲーム室、談話室などが設置された。T 社区は在
宅養老サービスステーションを場として、高齢者サービスを推進している。そのうち、T
社区でフィールドワークを行った三日間で、毎日デイサービス室に来られた 80 代の老人
が筆者に強い印象を与えた。デイサービス室のスタッフの話によると、老人が所有してい
る家はデイサービス室から遠く離れた場所にあり、歩いて片道で 30 分以上かかる。毎日
デイサービス室に便利に通うために、老人は持っている家を貸出し、その家賃代で、デイ
サービス室のすぐ近くにある家を 1 軒借りたそうだ。
　また、個々の住民の高齢者支援の願望を実現するために、社区レベルでサービスの提供
者を組織化する取り組みもある（表 2 を参照）。
　さらに、高齢者サービスの担い手の責任を明確化するために、T 社区は「在宅養老プラ
ン」、「社区養老サービスステーション管理制度」、「社区養老サービスステーション工作職
責」、「在宅養老員工作職責」、「デイサービス室管理制度」、「高齢者デイサービス室工作人
員職責」、「ボランティア工作細則」を制定し、積極的に高齢者サービスに取り組む姿勢を
示した。さらに、高齢者に提供しているサービスの質を確保するために、高齢者サービス
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の担い手に対して、2007 年、｢三つの堅持｣ と「六つの訪問」を規定した。｢三つの堅持｣
とは、重点サービス対象と毎日 1 回連絡し、毎週 1 回見舞い、毎月 1 回ボランティアサー
ビスを行うということである。「六つの訪問」とは、病気で入院の際必ず訪問する、生活
困難に直面する際必ず訪問する、万が一のことが起こる際必ず訪問する、家族の間でもめ
ごとが起こる際必ず訪問する、隣人の間でもめごとが起こる際必ず訪問する、引っ越しを
する際必ず訪問するということである。筆者の調査の時点に「六つの必ず訪問」の対象者
となる高齢者は 21 人であった。この取り組みは 2007 年から発足してから、調査の時点ま
で 6 名の社区スタッフに加えて 23 名のボランティアが ｢三つの堅持｣ の定める条件に基
づき、21 名の高齢者に対して、毎日 1 回連絡し、毎週 1 回見舞い、毎月 1 回ボランティアサー
ビスを提供していた。年間訪問は合わせて 385 回、計 783 時間にも上っている。

表 2 　T 社区における在宅サービス体制及び提供しているサービス

出所：T 社区の主任と労働保障助手へのインタビュー内容により筆者が作成

　H 社区は、まず、社区養老サービスステーションを設置する。社区主任は所長に任命さ
れる。次に、在宅サービス隊と「百川団委」30) をつくり、高齢者にサービスを提供する（表
3 を参照）。それと同時に、「H 社区高齢者在宅養老プラン」を公布し、サービス制度と各
職種の職務を明確化した。

表 3　H 社区における在宅サービス体制及び提供しているサービス

出所：H 社区の主任と労働保障助手と民政助手へのインタビュー内容により筆者が作成

サービスチーム チーム構成 任務
チーム１（6 人） 公益ポストの人員と養老服務員 ○高齢者の昼間の世話。

○一人暮らし高齢者の家庭訪問。
チーム 2（60 人） 社区スタッフとボランティア 29) 56 名の一人暮らし高齢者を中心に

「一対一」、「多対一」で定期的に電
話をして、安否確認や相談および
高齢者の家庭訪問。

チーム 3（15 世帯）社区内の若い住民と一人暮らし
高齢者もしくは老夫婦だけの世
帯・前期高齢者と後期高齢者・
健康高齢者と病気高齢者

互いに助け合う。

サービス担い手 成員構成 提供されるサービス
在宅養老サービス隊
（合わせて 95 人）

社区スタッフ・共産
党員・公益ポストの
人員・「三老人員」31)

○一人暮らし高齢者と極貧高齢者の自宅を
一軒一軒訪問し、病院に付き添う。

○高齢者の自宅に養老金、食事などを届け
る。

「百川団委」（246 人）流動人口の中の若者 ○病気がちで、立ち居振る舞いが自由でな
い高齢者のために買い物、掃除、年金給
付を行う。
○身寄りのない高齢者の自宅を訪問し、話す
相手になったり、身の回りの世話を行う。



− 55−

長春市における高齢者向け社区サービスに関する研究

　③社区における高齢者サービスの供給はボランティアの参加と住民同士の相互扶助に
よって進められた

　社区は異なる年齢層、いろいろな職業に所属している様々な知恵や専門技術、技能を持っ
ている人々で構成されている。改革開放の進行や市場経済の導入や大規模の都市住宅改造
などに伴い、社区住民構成の変化によって、社区における人と人とのつながりが希薄化し
つつあるが、両社区における在宅サービスの取り組みから見れば、ボランティアの参加と
住民同士の相互扶助は社区における高齢者の在宅生活を守っている事実を発見した。
　今回の調査社区のうち、T 社区における高齢者サービスの現場から見れば、社区におけ
る 1,492 名の 60 歳以上の高齢者と社区のスタッフである 3 名の在宅養老服務員との比率
は 497 対１である。言うまでもなく、3 名の在宅養老服務員だけによるサービスは 1,492
名の高齢者の多様なニーズに追いつかない。したがって、当該社区は、ボランティア活動
の啓発や住民同士の相互扶助チームを組む活動に積極的に取り組んでいる（表 2・4 を参
照）。

表 4　T 社区のボランティアによって高齢者に提供されるサービス

出所：T 社区の主任と労働保障助手へのインタビュー内容により筆者が作成

　そのうちの近隣の人々による相互扶助チームは「緊急一時対応」の機能を持っている。
例えば急病の時救急車を呼ぶこと、タクシーを手配すること、扶養者・親友を呼び入れる
ことなどの手助けをする。この相互扶助を可能とする潜在的な力は近隣社会しか持ってお
らず、この機能は誰にでも代替できるわけではない。「遠くの親戚より近くの他人」と言
う中国のことわざは実際中国人が近隣の役割を経験したことに由来する。少子化、高齢化、
核家族化の進行によって、住民同士はますます重要な役割を演じている。したがって、社
区における高齢者サービスの供給はボランティアの参加や住民同士の相互扶助が必要であ
る。
　また、一人暮らし高齢者もしくは老夫婦だけの世帯の増加に伴い、仕事から引退すると
家に引きこもってしまう高齢者も少なくないので、中国でも高齢者の「孤立死」が相次い
でいる。H 社区居民委員会は、高齢者の「孤立死」を防止するために、高齢者の趣味と意
思によって、高齢者と協力し、高齢者ファッションモデル隊、高齢者踊り隊、高齢者ヤン
コ隊 32）、高齢者書画社、老木の根合唱団などの高齢者団体を結成し、閉じこもりがちな一
人暮らし高齢者に外出する機会を設けた。高齢者が所属している団体の活動を通じて、持っ
ている趣味や特性などを十分に働かせることだけでなく、高齢者同士の間に、いい話も、

ボランティアの構成 サービス対象 提供されるサービス
①青年学生、医療関

係者、党と政府機
構の幹部、部隊士
官と兵士（合わせ
て 60 人）

②健康な前期高齢者
（8 人）

③若い住民（7 人）

一人暮らし高齢者と
老 夫 婦 だ け の 世 帯

（60 人）

定期的に高齢者の自宅を訪問し、高齢者に
肩をたたき、髪を梳かし、絵を描き、踊り
を踊り、よもやま話をし、高齢者の昔の話
を傾聴することを通して、高齢者に精神的
ケアサービスを提供する。
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悪い話も、それまでは分らなかった地域の話も、様々な情報が入ってくるようになった。
さらに、各団体の高齢者同士は共通の趣味からお互いに安否確認の声かけや相談相手にな
るし、生きがいにもつながる。その一方、高齢者は所属している団体の活動に努めると共
に、日常生活の中で、現役時代に培った知見や経験を生かし、社区住民に自転車修理、散
髪、小学生のための交通誘導、夏休みと冬休みの宿題の指導、治安パトロール等の奉仕活
動に力を入れて、住んでいる社区で他の世代の住民とお互いに支え合う生活を送るようだ。
つまり、高齢者は日常生活上の困難の解決と能力や個性の発揮を求めると同時に、社区や
他人のために役に立っている。
　④社区における高齢者サービスの供給は社区内の諸事業体との連携、協働によって進め

られる
　社区を構成するのは、住民だけではなく、そこには様々な活動を営む企業や団体もある。
従来中国における高齢者サービスの供給は高齢者が扶養者の有無、経済力の有無、労働能
力の有無等の性格によって異なっていた。「三無高齢者」向けサービスは公的部門の行政
責任として調達される。他の高齢者向けサービスは家族、親友などのインフォーマル部門
または市場から供給される。しかしながら、少子高齢化社会の到来によって扶養者、経済
力、労働能力の有無および前期、後期にもかかわらず、すべての高齢者のニーズを満足さ
せるためにはサービスの提供先を外部化する必要が高まっている。いかにして高齢者の扶
養、介護、さらに健康の維持、生きがいづくり、社会参加などのニーズを満たすかは地域
における諸事業体との連携を求められる。両社区の一連の取り組みから見れば、営利、非
営利を問わず、社区居民委員会は社区内の諸事業体と連携、協働しながら、高齢者向け多
元的なサービスを提供することが不可欠となる。今回の調査で社区内の諸事業体との連携、
協働への取り組みとして注目されるのは、H 社区の取り組みである。
　H 社区は長春駅の繁華街にある。すぐれた人的、文化的、組織などの資源が集まり、経
済が発達で、交通が非常に便利で、商業・貿易活動が繁栄している。町内には様々な結節
機関が 257 戸ある。当該社区は高齢者の生活課題を把握し、その課題を解決するために、
社区に蓄積されてきた人的、物質的、文化的、組織的な特色ある資源と結び付け、社区内
の諸事業体との連携・協働によって、社区の力が隅々まで発揮されるように取り組んでい
る（表 5 を参照）。例えば、H 社区では、国レベルの高齢者医療衛生保健事業のネットワー
クが構築されていなかった中で、社区にある薬品会社と連携し、高齢者むけ健康知識講座・
無料身体測定・優待価格等を通して、高齢者が抱えている健康、保健相談難などの問題が
ある程度改善された。社区にある消防署との連携を通して、高齢者に消防・救急常識を普
及した。法律界との連携を通して、高齢者の法律意識を喚起した。もう一つ注目される取
り組みは社区における高齢者サービスの創出に大きな役割を担っているのが社区にある大
型スーパーを高齢者サービスの拠点とし、様々な祝祭日に応じて開催したイベントである

（表 5 を参照）。イベントを通じて、高齢者に相応なサービスを提供しただけでなく、高齢
者に祝日の愉悦をもたらした。それと同時に、高齢者と他の世代との交流の取り組みを通
じて世代間の触れ合いも深まった。
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表 5　社区内の企業・団体との連携への取り組み

出所：H 社区の主任と労働保障助手と民政助手へのインタビュー内容により筆者が作成

　また、今回の調査の中で民間企業を活用することにより高齢者向けサービスの多様化を
図っているケースもある。T 社区は C 区民政局の一元的指導のもとで社区サービスネッ
トワークに加入するサービス業者と契約を結び、水、電力、ガス、医療、健康回復、配達
などの 10 種類のサービス業者を受け入れ、社会的サービス資源に共有する運営メカニズ
ムをつくっていた。それと共に、社区は医療ステ－ション、サービス業者の名前、連絡
先、連絡方法を「愛心サービスカード」を作って、高齢者ごとに届ける。また、高齢者に
C区の「85181890サービスホットライン」を利用するよう指導する。高齢者は「85181890サー
ビスホットライン」を利用し、戸口を一歩も出なくても、加入したサービス業者による掃
除、散髪、洗濯、医療、メンテナンス、ガス缶の交換、品物の配送などの様々なサービス
を受けられる。筆者の調査の時点において、当該社区には53世帯の高齢者が「85181890サー
ビスホットライン」を通して、散髪やメンテナンスやガス缶の交換や品物の配送などのサー
ビスを受けていた。以上の取り組みを通じて、高齢者世帯と多種の業者と繋がり、高齢者

連携している組織 連携している組織によるサービス
薬品会社

（XM 生物技術開発株
式会社・TB 薬業会社・
TY 株式会社・Y 薬業
株式会社）

○「高齢者健康への配慮」親睦会を作る。
○「高齢者健康知識講座」を開く。心臓病、高血圧などの病気の

予防、治療、血圧の測り方、服薬の知識、及び病人は持病が
再発する際の応急手当てなどについての説明を行う。

○高齢者に無料身体測定、薬品を購入する優待価格カードを配布
する。

○祝日に、クイズ、歌舞、漫才など高齢者に喜ばれるイベントを
通じて、高齢者に健康知識を提供する。

眼科病院 医療保険に未加入の高齢者に緑内障と白内障の手術を実施する。
心理カウンセラー 高齢者向けメンタルヘルス講座を行う。
大型スーパー

（ウォルマート YZ 店）
そこを活動の拠点とし、「端午の節句」、「中秋の節句」、「元宵の
節句」、「春節」、「重陽の節句」、「二月二日の節句」などの節句に
応じるイベントを通し、社区住民とサービス業の手で、貧困高齢
者、最低生活保障を受ける高齢者、身寄りのない高齢者、障害高
齢者、寝たきり高齢者に節句商品、日常生活用品を届け、散髪俸
仕などを提供する。

消防署 消防常識と救急法講習会を行う。講習会では、119 番の電話、ガ
スの点検、消火器の使い方、救急法などを詳しく説明しながら、
防火訓練を行う。

司法局 法律講座を開いた。高齢者の生活実態に応じて、「中華人民共和
国継承法」と ｢中華人民共和国婚姻法｣、「中華人民共和国老年人
権益保障法」を主とし、法律知識を普及させ、法律で高齢者に対
する侵害行為と戦い、自身の権益を擁護する意識を高めた。

文化団体―現代劇団、
歌舞団、曲芸団、評
劇団

高齢者ファッションモデル隊、高齢者踊り隊、高齢者ヤンコ隊、
高齢者書画社、老木の根合唱団などの高齢者団体の活動を指導す
る。
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世帯が困っている様々な家事を解決することができた。これまで公的サービスだけでは行
き届いていないサービスシステムが形成されており、多くの高齢者はより身近な社区と事
業体から様々なサービスを受けることができるようになった。
　以上の取り組みから分かるように、在宅で暮らしている高齢者を支えるために、社区居
民委員会と社区における事業団体との連携、協働は欠かせないものとなっている。他方、
幅広い分野で事業体との連携による高齢者に多様なサービスを提供できるような環境を整
備し、高齢者サービスの充実を図っている取り組みは、社区内事業体に地域社会への貢献
活動のチャンスを作り出したと同時に、事業体を高齢者向けサービス提供の道に引き入れ
ることができた。高齢化社会の進行に伴い、様々な新しいサービス需要を生み出す。社区
における小売り、飲食業、薬品業、金融、交通機関などの事業団体はこれまでのサービス
項目を高齢者ニーズに応えるようなサービス項目に転換していくことが必要となろう。

2）長春市における高齢者向け社区サービスの課題
　在宅扶養を基礎とし、社区サービスを支えとし、施設による扶養を補完する高齢者向け
社会サービスシステムの構築は、中国の国情と高齢者の願望に合うが、中国にとって、新
しい試みであり、今後高齢者向け社区サービスが継続的に提供されるようにどのような課
題を解決したら良いのであろうか。長春市における高齢者向け社区サービスの取り組みか
ら見れば、依然として限界と喫緊の課題が多く存在している。
　①高齢者サービス中核事業体の育成
　現在、社区における高齢者向けサービスはほとんどすべて社区居民委員会が担っている。
社区居民委員会は高齢者向けサービスに取り組む他、社区の住民に向ける様々なサービス
を提供する担い手である。具体的には、社区は各レベルの政府の政策的な業務を代行して
いる組織として、社区全住民向けのサービスの調達・提供、社区治安の維持、社会保障手
続きの取り扱い、リストラ労働者の再就職のための職業訓練、定年退職者の管理、流動人
口の登録・管理、刑期満了で釈放された人員の更生、住民間紛争の調停などの業務を担っ
ている。両社区の例から見れば、高齢化社会の到来によって、限られている社区スタッフ
は各レベルの政府の様々な業務を代行していると同時に、高齢者向けサービスの調達・提
供を担っていることにより、精神的にも体調的にも限界をもたらしている。したがって、
専門的な福祉事業体の育成が必要となっている。
　②高齢者サービスの専門人材の育成
　高齢者サービスは人へのサービス労働である。そのサービスの量と質はサービスを提供
する人材の量と専門的な技能と深く関わっている。特に、高齢者の看護・介護サービスの
ような直接的なサービスニーズを満たすために家族やボランティア、近隣住民同士等の非
専門職による対応は限界がある。現在、社区における高齢者サービスの提供者はほとんど
専門的訓練を受けていなかったリストラされた 40 代もしくは 50 代の女性労働者、ボラン
ティア、社区スタッフ、家族などである。彼らの奉仕精神、心のこもったサービスは高齢
者に称賛されたが、専門的な技能が不足なため、高齢者向けの良質なサービスを提供する
には限界がある。したがって、ケアマネージャー、ソーシャル・ワーカー、ホーム・ヘル
パーなどの専門人材の育成は、社区における高齢者サービスシスの充実に取り組むべき課
題であろう。
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　③高齢者が活躍できる環境づくり
　中国の現行雇用制度と年金制度から見れば、企業の従業員も事業体の職員も政府機関の
公務員も共に定年退職年齢と年金の受給年齢は連続している。これらの高齢者は優遇され
た社会保障制度を享受しているので、再就職率が低い。『2006 年中国城郷老年人口状況追
跡調査データ分析』によると、都市部における60歳以上の高齢者の再就職率はわずか5.19％
にとどまっており、そのうち、60 ～ 64 歳高齢者は全高齢者の 30.3％を占めていて、65 ～
69 歳高齢者は全高齢者の 25.5％を占めているが、それぞれの再就職率も 11.06％と 6.43％
にすぎない。H 社区の例を取り上げれば、2010 年上半期末、2,016 名の高齢者のうち、60
～ 70 歳以下の高齢者は全高齢者に占める割合は 60.9％である。彼らは親の役割と職業生
活はほぼ終了し、社区を拠点として、社会的な活動を続ける活躍期に入る。これまで蓄積
された人生経験やエネルギーをいかに生かし社区における要支援高齢者とつながり、様々
なサービスを提供するかに関して、大きな潜在力を秘めている。したがって、健康である
前期高齢者のために他の年齢階層の高齢者向けのサービスを提供できるような環境づくり
は今後の社区における高齢者サービスシステムの充実の一つの大きな課題として残されて
いる。
　④社区外の団体、組織との連携に取り組むこと
　今回の調査事例から見れば、二つの社区の一連の取り組みはほとんど社区内の団体、組
織と連携し、社区における高齢者にサービスを提供した。社区内の高齢者の多様なニーズ
を満たすために、いかに当該社区の社会的枠組みを超えて、社区外の様々な組織、団体（社
区と社区の間の連携も含む）と連携し、社区における高齢者にサービスを提供するかは今
後の課題になるだろう。

４．結論
　「単位福祉」から社区福祉への転換に伴い、1999 年、中国は高齢化社会に突入した。10
年後の 2009 年、中国の 60 歳以上の高齢者人口は１億 6,714 万人に達し、総人口の 12.5%
を占めた 33）。2009 年の高齢者人口は 1999 年と比べ２倍近く増えたと同時に、高齢化率も
更に加速している。高齢化の進行、家族構成の変動、「一人っ子政策」の強制実施、生活
スタイルの変化、職住分離などによって、高齢者が様々なニーズを生み出すかどうかは健
康状態や世帯の所得水準などとあまり関係なく、加齢と共に、誰でも様々なサービスを求
めている。したがって、社区の老人問題への取り組みが避けられない課題となってきてい
る。
　加速的に進行している高齢化および新旧福祉体制の転換に対応するために、各地域にお
ける社区居民委員会は住民の自治組織として、高齢者が住みなれた地域で、生きがいを持
ち充実した在宅生活を送られるために、社区を場とし、積極的に取り組んでいる。今回調
査した両社区の一連の取り組みから見れば、社会保障制度を整備されていない途上国であ
る中国にとって、巨大かつ多様な高齢者ニーズを満たすために、住民同士の相互扶助を基
本に、社区の人と人のつながり及び社区内の社会組織、民間団体、業者などとの協力を大
切にし、お互いに助け合い、支え合いの機運や仕組みをつくって、地域社会全体の参加に
よって高齢者にサービスを提供する姿を現したであろう。言い換えれば、長春市における
高齢者向け社区サービスは社区住民及び社区内の社会組織、民間団体、業者などの助け合
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い、支え合いを進める取り組みによって進んできた。今後ますます、高齢化が進む中で、
誰もが住み慣れた地域で、いつまでも安心して生き生きと暮らしていくためには、高齢者
福祉制度の整備は言うまでもなく、地域の助け合い、支え合いによる地域福祉の推進は不
可欠であると考える。
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28）北の方に暮らしている一部の高齢者は冬が暖かく快適な南方で過ごし、南の方に暮らしている一
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間舞踊で、節句や祝い事のときに行う。昔はお祝もしくは行事を行う時にやるが、現在、一部の
高齢者が健康保持のためにおこなう体操とレクリエーションとなっており、ほぼ毎日の朝晩、公
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